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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　タイでは急速な自動車社会への移行に伴い、自動車、特にディーゼル自動車から発生する粉じ

んに起因する深刻な大気汚染が大きな社会問題となっています。タイ政府はこの深刻な状況に対

応するため、公共バスの天然ガス自動車化計画のほか、不適切な排出を行っている車両の検定や

排出基準の設定などを行っています。

　一方で、ディーゼル燃料レベルでの規制は未整備であり、対処的な排ガス対策のみならず、根

本的な燃料改善の対策実施が求められています。

　このような背景のもと、タイ政府は環境調和型のディーゼル軽油の燃料設計を行い、環境に配

慮した燃料の開発及び法規制を進めていくために、1998年10月「タイ環境改善ディーゼル燃料」プ

ロジェクトを日本政府に対し要請してきました。

　本案件は1996年３月から2000年２月まで「タイ環境改善自動車燃料研究」プロジェクトにて協力

実施してきたガソリンに対する環境調和型自動車燃料設計への技術協力に続くものであり、上記

プロジェクトにて養成されたカウンターパート（C／P）に対して、さらにディーゼル軽油に係る燃

料設計技術を移転するものです。

　我が国は、この要請に応えて、2000年１月に事前調査団を派遣し、要請の背景及び内容を詳細

かつ正確に把握するとともに、タイの国家開発計画に対する本プロジェクトの位置づけ、タイ側

の実施体制などを明確にして、本プロジェクトの実施可能性を確認し、最終的に合意した内容を

ミニッツ（M／D）に取りまとめたうえ、署名・交換しました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本及びタイ両国の関係各位に対し、深甚の

謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。
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第１章　事前調査団の派遣第１章　事前調査団の派遣第１章　事前調査団の派遣第１章　事前調査団の派遣第１章　事前調査団の派遣

１－１　調査団派遣の背景・経緯

　タイ王国（以下、「タイ」と記す）は急速な自動車社会への移行に伴い、自動車に起因する深刻な大

気汚染が大きな社会問題となっている。その主要な汚染源の１つがディーゼル自動車から発生す

る粉じんであり、大きな被害を出している。タイ政府はこの深刻な状況に対応するため、公共バ

スに天然ガス自動車を導入する計画があるほか、不適切な排出を行っている車両の検定や排出基

準の設定などが行われている。

　それに対し、ディーゼル燃料レベルでの規制はまだ未整備であり、対処的な排ガス対策のみな

らず、根本的な燃料改善の対策実施が求められている。

　タイ政府は環境調和型のディーゼル軽油の燃料設計を行い、環境に配慮した燃料の開発及び法

規制を進めていくために、1998年10月プロジェクト方式技術協力による「タイ環境改善ディーゼル

燃料」プロジェクトの正式要請を提出した。

　本案件は1996年３月から2000年２月まで「タイ環境改善自動車燃料研究」プロジェクトにて協力

実施してきたガソリンに対する環境調和型自動車燃料設計への技術協力に続くものであり、上記

プロジェクトにて養成されたカウンターパート（C／P）に対して、さらにディーゼル軽油に係る燃

料設計技術を移転するものである。

１－２　調査団派遣の目的

　事前調査団では、タイ側の協力要請背景及び内容を詳細かつ正確に把握するとともに、当該国

の国家開発計画に対する本プロジェクトの位置づけ、先方の実施体制などを確認することを目的

とする。この結果、本要請がプロジェクト方式技術協力の対象案件として妥当であるか否かを検

討する。

（調査の内容）

（１） プロジェクトの要請背景・内容及び国家開発計画における位置づけ

（２） タイにおける自動車による大気汚染の現状

（３） タイ側実施機関のプロジェクトの計画

（４） タイ側プロジェクトの実施体制（実施機関の組織・機能、事業計画概要、予算計画、インフ

ラ整備の状況、C／P技術レベルの確認、C／Pの配置計画等）

（５） プロジェクトの基本計画（協力方針、協力の範囲と内容）
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１－３　調査団の構成

１－４　調査日程

担当分野 氏　　名 所　　　　　属

団長・総括 青木　滋麿
Mr. Shigemaro Aoki

国際協力事業団 国際協力専門員

技術協力計画 有馬　伸明
Mr. Nobuaki Arima

通商産業省 資源エネルギー庁 石油部 精製備蓄課
総括係長

技術移転計画 飯田　　博
Mr. Hiroshi Iida

財団法人 石油産業活性化センター 上席主任研究員

ディーゼル軽油 保泉　　明
Mr. Akira Hozumi

財団法人 石油産業活性化センター 研究員

協力企画 押金　久恵
Ms. Hisae Oshikane

国際協力事業団 鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第二課

日順 月　日 曜日 行程・調査内容

１ １月19日 水 成田11：00→バンコク市15：55（JL717）

２ １月20日 木 10：00　JICA事務所打合せ
・対処方針説明、タイ現状など聴取
11：00　タイ石油公社（PTT）本部表敬・協議
・あいさつ、調査スケジュールの確認
・協議（要請機材の内容について）

３ １月21日 金 PTTとの協議（要請内容確認、背景調査）
・本調査の目的、主な確認事項を説明
・PPT-R&T研究所から要請内容を説明してもらう。
・ミニッツ（M／D）案に沿って先方の考え方を聴取する。
１） プロジェクト目標の確認
２） 実施体制の確認（含む 合同調整委員会（JCC））
３） マスタープランの確認
４） 技術移転項目、技術移転手法の確認
５） プロジェクト期間の確認

４ １月22日 土 要請背景調査結果取りまとめ

５ １月23日 日 要請内容の整理、取りまとめ

６ １月24日 月 終日　首相府NEPO、商務省燃料局表敬
科学・技術・環境省表敬、工業省表敬

７ １月25日 火 終日　PTTとの協議（機材計画）
１） １月21日の続き
２） 機材

８ １月26日 水 M／D（案）作成・協議

９ １月27日 木 M／D署名
JICA事務所報告
日本大使館報告

10 １月28日 金 バンコク市8：35→成田16：05（JL708）
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第２章　調査結果概要第２章　調査結果概要第２章　調査結果概要第２章　調査結果概要第２章　調査結果概要

２－１　協議の内容及び合意事項

（１） プロジェクト実施体制について

　プロジェクトの上位目標である「環境改善に向けたディーゼル軽油の新規格の制定」につい

て、本プロジェクトの研究成果を反映して、この上位目標を達成するためにはタイ政府の関係

省庁（首相府NEPO、商務省、科学技術環境省、工業省など）をプロジェクトの実施体制に組み

込むことが不可欠である。

　そこで、表敬訪問時に「合同調整委員会」にメンバーとして積極的に参加するように関係省庁

に対して働きかけを行った。その結果、首相府NEPOと科学技術環境省については、委員会へ

の参加に対して前向きな回答を得ることできた。今後、さらに両機関とのつながりを強化し、

積極的にプロジェクトに組み込んでいくことが望まれる。

　一方、他の関係省庁については、本プロジェクトへの関心はまだ低く、今後さらに参加の働

きかけを強化する必要を感じた。

　本調査において、科学技術環境省が1999年２月に「自動車排ガス研究所」を新設し、排ガス

の検査を開始したことを確認した。同研究所には、今回タイ側から日本側に要請されている機

材も設置されており、今後何らかの形で、本プロジェクトとの連携が求められるものと思われ

る。

　また、このほかにも関係省庁（付属の試験・検査・実験所を含む）が多数存在していた。

　このため、本プロジェクトを効果的・効率的に実施するために、次回調査団においては、供

与機材などの技術的問題の協議のみではなく、排ガス規制の規格策定に関連する多くの関係省

庁の役割、体制及び現状についても可能な限り詳細に幅広く調査・分析する必要があると思わ

れる。そして、本プロジェクトがタイの自動車排ガスによる汚染状況の改善に資するよう、

JICAとしてプロジェクト実施の枠組みづくりを行うことが求められる。

（２） 機材について

　本プロジェクトの実施に必要となる機材については、日本・タイ双方で機材リストを作成の

うえ確認した。そのうち、タイ側から日本側に要請された機材について、日本側の機材供与の

予算に限りがあるので、要請されたすべての機材を負担することは不可能である旨説明し、日

本側が負担できない機材についてはタイ側で負担するよう申し入れた。

　これに対してタイ側は、プロジェクトの運営費と機材の工事費以外の部分について負担する

ことは、PTT（タイ石油公社）の最高幹部の方針から極めて困難な状況であると主張した。

　機材の負担については双方とも妥協の余地がないとの判断から、M／Dとは別に双方の主張
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を確認し、今後の検討資料となる覚書（menorandum）を双方で作成し、先方に提出すること

とした。

　タイ側は前回のプロジェクトの実績から、機材はすべて日本側負担となることを期待してい

たと思われる。本調査の協議の結果を受けて、日本側はタイ側が上部機関に対して必要機材を

含めた予算要求をするよう求めたが、どの程度までタイ側の機材負担が可能となるかについて

は残念ながら予測できない。

（３） 技術協力範囲について

　当初、タイ側から要請された技術協力範囲は「heavy duty」のみであったが、今回タイ側

（PTT）から要請の内容を聞き取った結果、「light duty」も技術協力範囲内に含めたい旨申し入

れがあった。調査団がプロジェクトサイトを視察したところ、既に「light duty」に係る機材も

整備されており、今後は専門家による技術移転が必要であると思われた。また、「light duty」

「heavy duty」ともに研究を進めることがプロジェクト目標、上位目標の達成につながると判

断されることから、「light duty」「heavy duty」を技術協力範囲とすることで日本・タイ双方が

合意をした。

（４） タイ側の取り組み姿勢（熱意）について

　首相府NEPOは、PTT-R&T研究所に対する委託研究などの実績から、その研究能力を高く

評価し、業務遂行上の片腕として考えている模様である。このPTT-R&T研究所は、前述のよ

うに、機材調達の予算確保が極めて難しい状態にある点を除けば、日本からの本プロジェクト

に関する技術移転の受入体制が十分に整っているように見受けられた。特に、機材の設置場所

（実験棟）と一部の機材（フルトンネル用の空調設備、heavy dutyエンジンダイナモメーターな

ど）については、既に先行して準備していることを確認した。

　また、本調査の説明・協議には、P T T - R & T研究所所長をはじめ、全部門の責任者

（Director）４名が全員出席し、熱心に討議に参加した。特に所長は、M／Dに自ら署名したい

との意向を強く表明したことと、前回プロジェクトのプロジェクト・マネージャーであるDr.

Yodchaiほかの関係者は、本調査にも極めて協力的であったことが印象的であった。

２－２　帰国後検討すべき事項

（１） タイ側のプロジェクト実施に係る予算の手当状況の結果に基づき、今後のプロジェクトの

実施の進め方について改めて日本の関係省庁と協議をもち、対応を検討する。

（２） 排ガス規制に関連する機関の役割・実施体制をさらに詳細に把握し、今後プロジェクト実

施にあたって特に連携を強化すべき機関との調整を進めるために、短期調査員の派遣を検討す

る。
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２－３　大使館／JICA事務所への依頼事項

　以下について、大使館もしくはJICA事務所が入手次第、本部宛送付するよう依頼した。

（１） 首相府NEPOからJICAタイ事務所宛に送付される予定の「委託研究課題リスト」

（２） タイ側から、JICAタイ事務所宛に連絡が入る予定の、プロジェクト機材調達のための予算

要求の検討結果（もしくは検討状況）

（３） 自動車排ガス規制（含む燃料規制）に関する情報

（４） 自動車排ガス規制に関連する省庁及び付属する研究所について、その役割・実施体制に関

する情報

２－４　今後の予定／その他

　タイ側のプロジェクト実施のための予算獲得状況によって、次年度の早い時期に短期調査員の

派遣を検討する。
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調 査 項 目 現 状 及 び 問 題 点 対処方針・調査内容 調　査　結　果第３章　対処方針と調査結果第３章　対処方針と調査結果第３章　対処方針と調査結果第３章　対処方針と調査結果第３章　対処方針と調査結果

調 査 項 目 現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

１. 要請の背景
（１）国家計画等に
おける対象セク
ターの位置づけ

（２）セクターの現
状と課題

２. プロジェクト
の内容

（１）プロジェクト
の名称

（２）関係機関
１）援助窓口機
関

　左記について（１）国家計
画、（２）環境に係る法規制の
資料を収集した。国家計画に
は大気汚染防止について言及
した記載はないが、環境公害
問題については重視してい
る。

　左記について、タイ側関係
機関に状況を聞き取ったとこ
ろ、自動車に起因する深刻な
大気汚染が大きな社会問題と
なっており、その主要な汚染
源の１つがディーゼルから発
生する粉じんであるとのこ
と。
　タイの自動車による大気汚
染の改善に資するためには
ディーゼル車に対する総合的
品質向上が求められる。その
ためには（１）本プロジェクト
の要請どおりPTT等による
ディーゼル燃料の品質改善を
進めること、（２）工業省自動
車研究所でのディーゼルエン
ジン自体の改良を行う必要が
ある（同研究所には現在２名
の個別専門家が派遣されてい
る）。
　詳細状況及びデータについ
ては収集資料を参照のこと。

　左記について以下のとおり
確認した。
　「Reformulated Diesel
Fuel Research Project for
Environmental Improve-
ment in the Kingdom of
Thailand」
　「タイ環境改善ディーゼル
燃料プロジェクト」

　左記について以下のとおり
確認した。
　「Department of Technical
and Economic Cooperation
（DTEC）」

　左記について、タイ側から
状況を聞き取り、該当する箇
所の資料を収集する

　左記について、状況を聞き
取る。

　左記の名称とするか否かタ
イ側と検討する。

（参考）
－実施中プロジェクト名－
　「Automotive Fuel Resear-
ch Project For Environ-
mental Improvement in the
Kingdom of Thailand」
　「タイ環境改善自動車燃料
研究」

　左記について、変更がない
か否かを確認する。

　大気汚染防止だけを取り上げた国家計
画はないが、環境公害問題全体に関する
国家計画は以下のとおり。
（１）Policy and Prospective Plan for

Enhancement and Conservation of
National Environment Quality, 1997-
2016 (Office of Environmental Policy
and Planning：OEPP)
　地域社会、農業、工業、交通、建設
の現場から生じる公害が住民の健康に
害を及ぼさぬように必要な監視・制
御・回復システムを構築するもの

（２）Enhancement and Conservation of
National Environmental Quality Act,
1992
　規制に反した場合の罰則規定

（法規制・統計データも含む）
　タイは急速な自動車社会への移行に伴
い、自動車に起因する深刻な大気汚染が
大きな社会問題となっている。その主要
な汚染源の１つがディーゼル自動車から
発生する粉じんで、大きな被害が出てい
る。タイ政府はこの深刻な状況に対応す
るため、公共バスに天然ガス自動車を導
入する計画があるほか、不適切な排出を
行っている車両の検定や排出基準の設定
などが行われている。
　それに対し、ディーゼル燃料レベルで
の規制はまだ未整備であり、対処的な排
ガス対策のみならず、根本的な燃料改善
の対策実施が求められている。

　「Reformulated Diesel Fuel Research
Project for Environmental Improve-
ment in Thailand」
　「タイ環境改善ディーゼル燃料研究プ
ロジェクト」

　Department of Technical and Econo-
mic Cooperation（DTEC）
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２）主管官庁

（３）実施機関

（４）技術協力範囲

（５）ターゲットグ
ループ

（６）ターゲットエ
リア

（７）上位目標

（８）プロジェクト
目標

　左記について以下のとおり
確認した。
　「Ministry of Industry」

　左記について以下のとおり
確認した。
　「PTT, Research & Techno-
logy Institute（R&T研究所）」

　左記についてタイ側より日
本側に要請する技術協力範囲
を以下のとおり確認した。
　「heavy duty diesel及び
light duty dieselに係る自動
車燃料改善研究」
　（当初タイ側から提出され
た要請書ではheavy duty
dieselのみであったが、これ
は機材供与要請ベースにて作
成したものであったと、タイ
側より説明があった）
　既にlight duty dieselに係
る必要機材は整備されている
ことから、light duty diesel
に係る専門家派遣及びC／P
研修受入れをタイ側より要請
された。これに対して、日本
側は本内容を技術協力範囲に
含めたうえで実施を検討する
旨回答した。

　左記について以下のとおり
確認した。
　「R&T研究所の技術者（C／
P）」

　左記について以下のとおり
確認した。
　「R&T研究所」

　左記について以下のとおり
確認した。
　「タイ政府が、PTT-R&T
研究所の技術的助言や提案に
基づき、ディーゼル軽油に関
する規格を制定する」

　左記について以下のとおり
確認した。
　「研究所が環境改善に向け
たディーゼル軽油の性状及び
組成に関する技術的提言や提
案を行う能力を有する」

　左記について、タイ側の見
解は以下のとおり。
　「環境政策に本プロジェク
トの成果を確実に反映させて
いくためには、プロジェクト
外の関係省庁からなる
steering committeeを設立
し、そのcommitteeの合意で
目標を設定しなければならな
い。合同調整委員会への各関
係省庁の参画は望ましい。日
本側からも各省庁に対して参
画するよう申し入れてほし
い」

　左記について、変更がない
か否かを確認する。

　左記について、変更がない
か否かを確認する。

　タイ側に再度日本側に要請
する技術協力範囲を明示する
よう求める。
　heavy duty dieselのみであ
る場合、light duty dieselに
係る品質設計改善はどのよう
に進めていくつもりなのかを
聞き取る。
　日本側はheavy、lightとも
に設計改善することが、タイ
の大気汚染改善につながると
考えられ、同時期に設計改善
を行うことが必要と判断す
る。
　light duty dieselについ
て、既に必要機材が整備され
ているのであれば、日本側と
しては専門家の派遣、研修員
の受入れなどによる技術移転
は検討することができる旨申
し入れる。

　左記について、以下のとお
りか否か確認する。
　R&T研究所の技術者（C／
P）

　R&T研究所

　プロジェクト終了数年後、
期待されるプロジェクトの到
達目標がどのようなものであ
るかをタイ側から聞き取る。

　プロジェクト終了時、タイ
側が期待するプロジェクトの
到達目標がどのようなもので
あるかを聞き取る。

　タイの環境政策に、この提
言を盛り込んでいくことを想
定しているのかどうか聞き取
る。
　盛り込むことを想定してい
るのであれば、それをどのよ
うに実現させていくのかタイ
側の考え方を聞き取る。
　日本側はプロジェクトより
提言された内容が政策に反映
されることが、プロジェクト
実施の前提であることを申し
入れる。

　Ministry of Industry

　Research & Technology Institute
（R&T研究所）

　heavy duty dieselに係る燃料品質設計

　「タイ政府が、PTT-R&T研究所の技術
的助言や提案に基づき、環境改善に向け
たディーゼル軽油に関する規格を制定す
る」

　「研究所が環境改善に向けたディーゼ
ル軽油の性状及び組成に関する技術的提
言や提案を行う能力を有する」
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（９）技術移転項目

（10）成　果

（11）活　動

　上記について調査団として
は以下のとおりタイ側に申し
入れた。
　「合同調整委員会への各関
係機関の参画は、タイ側から
各機関に申し入れてほしい。
日本側も各機関へ表敬する
際、委員会参加の感触を聞き
取りたい」

　また、steering committee
についてはタイ側で設立する
ことはよいが、日本側の参画
しないcommitteeにてプロ
ジェクトの方向性が決定され
ることは望ましくないことか
ら、プロジェクト成果を政策
に 反 映 さ せ る た め に
committeeを設立することに
ついては特に言及しなかっ
た。

　左記について、タイ側と協
議した結果、以下のとおり確
認のうえM／Dに記載した。
　heavy duty及びlight duty
に係る
１. ディーゼルエンジン排ガ
ス測定
２. ディーゼル燃料分析
３. 排ガス中の未規制物質分
析
４. セタン価測定
５. ディーゼルインジェク
ターデポジット試験

　左記について以下のとおり
確認しM／D内Master Plan
に記載した。ただし、次回調
査においてさらに詳細内容を
つめる必要がある。

０. プロジェクトの管理及び
運営体制が確立される。
１. 環境改善に向けたディー
ゼル軽油及び排気ガスに関
連する各種計測機器・分析
機器が設置される。
２. 設備及び機器に対する予
防的保全システムが確立さ
れ、効果的に活用される。
３. 計測、分析、評価、製品
品質設計に関する各種技術
がC／Pにより習得され
る。
４. 環境改善に向けたディー
ゼル軽油の分析、評価品質
設計に関する各種データが
蓄積され、効果的に活用さ
れる。

　左記について以下のとおり
確認しM／D内Master Plan
に記載した。ただし、次回調
査においてさらに詳細内容を
つめる必要がある。

　本プロジェクトの技術移転
項目をタイ側から聞き取る。
日本側が想定する移転項目内
容は以下のとおり。協議のう
え、その結果をM／Dに記載
する。
１. ディーゼル軽油及び排気
ガスに関連する各種計測機
器・分析機器の運転・使用
方法及び評価方法
２. 同機材の予防的保全方法
３. 環境改善に向けたディー
ゼル軽油の品質設計手法

　タイ側が想定するプロジェ
クト成果を聞き取る。日本側
が想定するプロジェクト成果
は以下のとおり。協議のう
え、その結果をM／Dに添付
する。
０. プロジェクトの管理及び
運営体制が確立される。
１. 環境改善に向けたディー
ゼル軽油及び排気ガスに関
連する各種計測機器・分析
機器が設置される。
２. 設備及び機器に対する予
防的保全システムが確立さ
れ、効果的に活用される。
３. 計測、分析、評価、製品
品質設計に関する各種技術
がC／Pにより習得され
る。
４. 環境改善に向けたディー
ゼル軽油の分析、評価品質
設計に関する各種データが
蓄積され、効果的に活用さ
れる。

　タイ側が想定するプロジェ
クト活動を聞き取る。日本側
が想定するプロジェクト活動
は以下のとおり。
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（12）プロジェクト
実施期間

0-1 人員を配置する。
0-2 プロジェクトの運営計画
を立案する。
0-3 予算計画を的確に立案
し、実行する。

1-1 各種計測・分析用の設備
及び機器の仕様を作成す
る。
1-2 設備・機器の段階的設置
計画及びレイアウト計画を
作成する。
1-3 各種測定・分析用の設備
及び機器を購入し、供与す
る。
1-4 設備・機器を輸送し、設
置し、調整する。
1-5 補助教材及びアクセサ
リーを調達する。
1-6 設備・機器の補完運転マ
ニュアルを用意する。

2-1 設備・機器の保全計画を
作成する。
2-2 設備・機器の保全マニュ
アルを作成する。
2-3 計画された保全作業を実
施する。

3-1 次の技術についてC／P
への訓練計画を立案する。
－各種計測・分析用の設備
及び機器の的確な運転
－計測・分析結果の評価
－製品品質の設計
3-2 訓練教材を作成する。
3-3 訓練計画を実施する。

4-1 計測・分析データを蓄積
する。
4-2 蓄積したデータに関して
報告書を作成する。
4-3 蓄積したデータに基づい
て適切な環境調和型ディー
ゼル軽油の品質仕様に関す
る提案を立案する。
4-4 関連機関に対し報告書や
提案を説明する会議を開催
する。その結果をタイ側に
連絡する。

　上記「２．プロジェクトの
内容（４）技術協力範囲」のと
おり、heavy duty diesel、
light duty dieselともに日本
の技術協力の対象とすること
から、左記について以下のと
おり確認し、M／Dに記載し
た。
　「プロジェクト協力期間は
３年間とする」

0-1 人員を配置する。
0-2 プロジェクトの運営計画
を立案する。
0-3 予算計画を的確に立案
し、実行する。

1-1 各種計測・分析用の設備
及び機器の仕様を作成す
る。
1-2 設備・機器の段階的設置
計画及びレイアウト計画を
作成する。
1-3 各種測定・分析用の設備
及び機器を購入し、供与す
る。
1-4 設備・機器を輸送し、設
置し、調整する。
1-5 補助教材及びアクセサ
リーを調達する。
1-6 設備・機器の補完運転マ
ニュアルを用意する。

2-1 設備・機器の保全計画を
作成する。
2-2 設備・機器の保全マニュ
アルを作成する。
2-3 計画された保全作業を実
施する。

3-1 次の技術についてC／P
への訓練計画を立案する。
－各種計測・分析用の設備
及び機器の的確な運転
－計測・分析結果の評価
－製品品質の設計
3-2 訓練教材を作成する。
3-3 訓練計画を実施する。

4-1 計測・分析データを蓄積
する。
4-2 蓄積したデータに関して
報告書を作成する。
4-3 蓄積したデータに基づい
て適切な環境調和型ディー
ゼル軽油の品質仕様に関す
る提案を立案する。
4-4 関連機関に対し報告書や
提案を説明する会議を開催
する。その結果をタイ側に
連絡する。

　heavy duty dieselのみ２年
間
　heavy、light duty diesel
ともに３年間
　日本側はプロジェクト目標
を達成するためにはl i g h t
dutyについても製品品質設
計を行う必要があると考え
る。タイ側にl i g h t  d u t y
dieselについてどのように考
えるか聞き取る。
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（13）プロジェクト
サイト

（14）投　入
１）プロジェク
ト（全体）に必
要となる機材
ａ）機材の構
成

ｂ）維持管理
体制

ｃ）機材コス
ト

ｄ）運転費用

ｅ）維持管理
費用

　左記について以下のとおり
確認し、M／Dに記載した。
　「71 Moo 2, Phaholyothin
Rd. Tambon Sanapthup,
Amphur Wang Noi, Ayutt-
haya 13170, Thailand」

　左記についてタイ側と本プ
ロジェクトの必要機材を確認
し、その結果をM／Dに記載
した。
　タイ側と本プロジェクトに
いずれのシステムを用いるか
協議したところ、タイ側は
「フルトンネルシステム」への
要望が強く、他のシステムは
検討対象とならないことを確
認した。
　タイ側は既に「フルトンネ
ルシステム」導入のための機
材設置、設置場所の整備を独
自で進めており、本システム
によってプロジェクトを実施
することとした。

　左記について、タイ側より
維持管理体制を確保する旨聞
き取った。

　全体の機材コストについて
は確認できなかったものの、
日本側への要請機材のうち、
日本側の機材予算を上回りタ
イ側に負担を求めている部分
については、おおよそのコス
トを確認した。
（タイ側：約１億4,500万円＋
α）
（日本側：約１億円強）－提示
せず

　左記について、タイ側より
以下の運転費用は手当可能な
旨確認した。運転費用を試算
した結果、おおむね以下の金
額でカバーできることを確認
した。詳細については次回調
査にて詰める必要がある。
「1,000万バーツ／年
（１B＝３円）約3,000万円／
年）

　左記について、タイ側より
維持管理費用は手当可能な旨
確認した。詳細については次
回調査でつめる必要がある。

　左記について、変更がない
か否かを確認する。

　日本側が想定する必要とな
る機材は別紙のとおり。
　現在タイ側の要望はフルト
ンネルシステムであると思わ
れるが、先方がそれ以外の要
望をした場合は、機材の特性
などを説明し、それら機材と
プロジェクト目標との整合性
がとれるか否かを検討する。
必要に応じて日本に持ち帰
り、引き続きその妥当性につ
いて検討を加え、その結果を
タイ側に連絡する。

　左記について、タイ側の見
解を聞き取る。

　左記について、タイ側がど
の程度予算措置をしているの
かを聞き取る。なお、日本側
は予算の範囲内で機材を供与
する用意はあるものの、タイ
側も相応の機材負担をする必
要があることを説明する。

　上記 a）の機材を設置した
場合、機材の運転費用がどの
程度であるかを試算し、タイ
側に説明する。それに対し
て、タイ側の予算措置の状況
を聞き取る。

　上記 a）の機材を設置した
場合、機材の維持管理費用が
どの程度であるかを試算し、
タイ側に説明する。それに対
して、タイ側の予算措置の状
況を聞き取る。

　71 Moo 2, Phaholyothin Rd. Tambon
Sanapthup, Amphur Wang Noi, Ayutt-
haya 13170, Thailand

（要請ベース）
・Heavy Duty Emission Measurement

System
・Three Heavy Duty Engines
・Unregulated Emission Analyzer, etc
・Oxidation Stability

1,000万バーツ（B）／年
（１B＝３円）約3,000万円／年）
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　左記について本プロジェク
トにて使用可能（性能面、所
有者など）であることを確認
し、既存機材リストをM／D
に添付した。
　タイ側は既存機材以外に今
回のプロジェクト実施のため
に一部機材を先行投資してい
る。
　またフルトンネルシステム
用の空調設備（約１億円）も整
備されていた。

　左記について以下のとおり
確認し、M／Dに記載した。
チーフアドバイザー　１名
業務調整員　　　　　１名
エンジン・排ガス　　１名
分　析　　　　　　　１名

　左記について必要に応じて
派遣する旨確認し、M／Dに
記載した。

　左記について以下のとおり
確認し、M／Dに記載した。
　「２名／年、２～４週間」

　左記について日本側より状
況を説明したところ、タイ側
より既に一定の機材投入・イ
ンフラ整備を行っており、
PTTは本プロジェクトに新た
な投入は行わない方針である
旨説明があった。
　しかし、2000年２月に2001
年度の予算を上部機関に要求
する際、本件に係る予算も併
せて申請する旨タイ側より表
明された。
　なお予算要求の結果につい
ては２月中には判明するとの
ことから、分かり次第日本側
に連絡するよう申し入れた。

　左記について日本側から照
会した結果、タイ側はあくま
でも「フルトンネルシステム」
のみを対象とし、他のシステ
ムを導入する予定はない旨確
認した。

　左記の機材について、本プ
ロジェクトにて使用可能か
（性能など）否かを聞き取る。

　左記について、タイ側の要
望を確認し、M／Dに記載す
る。

　左記について、タイ側の要
望を確認し、M／Dに記載す
る。

　左記について、タイ側の要
望を確認し、M／Dに記載す
る。

　左記について、日本側は日
本の予算の範囲内で供与する
ことをタイ側に申し入れる。
この場合、タイ側も相応の機
材負担をしなければならない
ことを説明する。これはプロ
ジェクト実施の前提条件とな
ることを説明する。
　（日本側としては、機材表
中「希釈トンネル」「C V S、
CVS制御装置」などの供与が
金額的・内容的に適当と思わ
れる）。

　［タイ側が機材金額が大き
すぎるため、負担することは
不可能であるとの回答をした
場合］
（１）マイクロトンネルシステ
ムを紹介する。タイ側が
「マイクロ」に興味を示し、
自発的に「マイクロ」案を採
用したいとの申し入れが
あった場合、同案で検討を
すすめる旨M／Dに記載す
る。また、調査団滞在中に
回答が得られない場合は、
２月末日までに検討結果を
連絡するよう求める。

ｆ）既存機材
（発注中）

２）　日本側投入
ａ）専門家派
遣
ａ．長期（分
野／人数）

ｂ．短期（分
野／人数）

ｂ）研修員受
入れ（分野／
人数）

ｃ）機材供与

Heavy Duty Engine Test Bed（DFR
Engine（cetane No.））

チーフアドバイザー　１名
業務調整員　　　　　１名
エンジン・排ガス　　１名
分　析　　　　　　　１名

必要に応じて

２名／年

（要請ベース）
・Heavy Duty Emission Measurement

System
・Three Heavy Duty Engines
・Unregulated Emission Analyzer, etc
・Oxidation Stability
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調 査 項 目 現 状 及 び 問 題 点 対処方針・調査内容 調　査　結　果

　左記の要請はなかった。

　左記について設置場所等を
調査したところ、既に十分な
必要施設は確保され、すぐに
機材を据え付けられる状態で
あることを確認した。
　施設等のレイアウト図につ
いては、M／Dに添付した。

　左記について以下のとおり
確認し、M／Dに記載した。
エンジン・排ガスグループ
　研究員　１名
　技術者　１名
分析グループ
　研究員　１名
　技術者　１名
　その他関係機関との調整を行
うための調整員を配置した。

　左記について2001年度に予
算手当可能である旨確認し
た。

　左記について、予算計画に
ついて確認しM／Dに添付し
た。

　左記のとおりタイ側に申し
入れをした結果、以下のとお
りであった。

（１）タイ側も日本側同様プロ
ジェクトの成果が政策に反
映させていくことをめざす
意向であるが、それを保証
することは一石油公社とし
ては困難である旨説明が
あった。確実に政策に反映
させるためには各関係機関
を含めたsteering commit-
teeを設立し、その中でプ
ロジェクトの方向性を決定
する以外に方法はないとの
ことであった。
　また合同調整委員会に各
関係機関を巻き込むことは
重要であり、日本側から各
機関に働きかけてほしい旨
申し入れがあった。

（２）他の機材の要望がなされ
た場合、その内容の妥当性
について検討する。
　適当と判断される場合
は、同案で検討をすすめる
旨M／Dに記載する。
　不適当と判断される場合
は、その旨タイ側に説明の
うえ、他の方法を検討する
よう申し入れる。調査団滞
在中に判断不可能な場合
は、２月末日までに検討結
果を連絡する旨申し入れ
る。

　左記のほかに必要となる施
設などはないか確認する。ま
た、施設等のレイアウト図を
収集のうえ、M／Dに添付す
る。

　以下の点について確認する
（１）事務員の配置
（２）C／Pの技術レベル
　　（経歴等を含む）
　C／Pリストを収集のう
え、M／Dに添付する。

　左記について、タイ側の予
算措置状況を聞き取る。

　左記について、予算の執行
状況を確認する。

　日本側は、本プロジェクト
で政府に提出された提言が、
政策に反映されることが重要
であり、政策に反映させ得る
体制を整えることがプロジェ
クト実施の前提条件になるこ
とを申し入れる。そのために
政策決定部門、燃料規格の認
証部門など関係機関を積極的
にプロジェクトの実施体制に
組み込んでいく必要があるこ
とをタイ側に申し入れる。

（１）タイ側はどのような体制
を構築することが望ましい
と考えるか聞き取る。

３）相手国側の
投入
ａ）施設・土
地等

ｂ）人員の配
置

ｃ）予　算

（15）プロジェクト
の自立発展性
１）財　務

２）組　織

　エンジン実験室、分析室、事務室
　機材については、既存の建物内に設置
する予定。

（フルタイム）
エンジン・排ガスグループ
　研究員　１名
　技術者　２名
分析グループ
　研究員　１名
　技術者　２名
（パートタイム）
　必要に応じて

機材調達予算1,000万バーツ（１B＝３円）
約3,000万円

・R&T研究所はPTTの研究所であるも
のの、その成果はあくまでも、一研究
機関の成果にとどまるものであり、必
ずしも政策に反映されるものではな
い。よって、本プロジェクトの成果を
タイ国内に広く裨益させるためには、
その政策決定部門、燃料規格の承認部
門など、関係機関を積極的にプロジェ
クト体制に組み込んでいく必要があ
る。
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調 査 項 目 現 状 及 び 問 題 点 対処方針・調査内容 調　査　結　果

（２）商務省燃料局・首相府
NEPO・科学技術環境省に
本プロジェクトへの協力を
求め、合同調整委員会への
参加を打診したところ、首
相府NEPO、科学技術環境
省は積極的に参加したい旨
表明があった。一方、軽油
の新規格を発布する商務省
は委員会への参加について
上司に伝えるとの回答は
あったものの、一企業であ
るPTTが規格提案すること
はおかしいのではないかと
の発言があった。
　各機関の合同調整委員会
への参加については、
DTECから申し入れをして
もらうこととした。

（３）左記について、以下のと
おり確認した。
１）ガソリンへのMTBEの
導入
２）オートバイ用低煙潤滑
油の導入
３）無縁ガソリンの導入
４）低硫黄ディーゼルの導
入

　以前はPTTの研究成果がそ
のまま規格に反映されていた
が、最近は首相府NEPOや商
務省が立案し、PTTが検証実
験を行うようになった。

　既に「タイ環境改善自動車
燃料研究プロジェクト」にて
ガソリンでの燃料評価及び設
計を行っている。また独自に
ディーゼル軽油研究に係る機
材（エンジンなど）を購入する
など、相応な技術力を有する
ことを確認した。

　左記について以下のとおり
確認した。
　1981年：PTTの製品開発研
究と試験を行う目的で、本社
内で、Research & Develop-
ment Departmentを設立。
　1993年：初期の目的を達成
したため、組織を社長直属の
Research &Development
Centerに昇格。タイ国内で
最初の石油・石油化学関連の
研究施設となる。
　1997年：名称をResearch
& Technology Instituteに変
更。同時に研究活動の柱を
「高品質な製品」と「環境への
調和」の２本に設定する。

３）技　術

３. プロジェクト
の実施体制

（１）プロジェクト
の実施機関
１）設立の経緯

（２）各関係機関（首相府
NEPO、商務省燃料局、科
学技術環境省など）に本プ
ロジェクトの目的を説明
し、その目標達成のため
に、各々の機関が本プロ
ジェクトへ協力できるか否
か、その可能性の有無を聞
き取る。

（３）今まで、PTT-R&T研究
所の研究成果が政策に反映
された実績を確認する。

　既に「タイ環境改善自動車
燃料研究プロジェクト」にて
ガソリンでの燃料評価及び設
計を行っており、相応の技術
力を有するものと思われる。

　左記について確認する。
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調 査 項 目 現 状 及 び 問 題 点 対処方針・調査内容 調　査　結　果

　1998年：アユタヤ県ワンノ
イ郡に研究施設が完成（８
月、開所式は12月）本格的に
実験を伴う研究活動がスター
トした。それまでは、組織そ
のものは本社内にあったが、
実験設備は貯油所の品質管理
ラボの機材などを借用してい
た。

　左記について以下のとおり
確認した。
１. 研究活動
・石油関連最新技術のモニ
タリング
…最新技術情報の入手
・石油製品の研究
…特にPTTが販売する燃
料と潤滑油に関する製品
開発と研究
・石油化学の研究
…特にポリマー再利用等
の研究
・プロセスの研究
…特に触媒の研究
・エネルギーの研究
…特に自動車の代替燃料
としての天然ガスやアル
コール混合燃料の研究
・環境問題の研究
…本プロジェクトやオー
トバイの排ガス研究な
ど、石油製品が、環境に
与える影響の研究

（１）外部からの実験・試験の
受託業務
　PTT-R&T研究所は、タ
イ国内で、唯一自動車の排
ガスから、燃料分析までの
一貫した試験設備を有して
いるため、従来から政府予
算による委託研究所に加え
て、最近では、民間自動車
企業などからの試験依頼が
増加しており、同研究所の
重要な収入源となりつつあ
る。

（２）研修・セミナーの開催と
受入れ
　PTT-R&T研究所は、大
小会議室（90席×1.45席×
2 . 2 2席×１）やセミナー
ルーム（24席×３、18席×
３）に加えて、独立したホ
テル建屋（78室、食堂、売
店、体育館等完備）を施設
内にもつため、PTT社内の
セミナーはもとより、外部
からもPTT関連子会社や、
政府関連のセミナーや、研
修を受け入れている。これ
までほぼ毎日何らかのセミ
ナーが、開催されており、
稼働率は高い。

２）活動内容 　左記についてタイ側より、
状況を聞き取る。
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調 査 項 目 現 状 及 び 問 題 点 対処方針・調査内容 調　査　結　果

３）予　算
ａ）予算の流
れ

ｂ）予算・執
行実績

４）プロジェク
トの実施経験

（１）プロジェクト
実施体制

（２）プロジェクト
ダイレクター

（３）プロジェクト
マネージャー

（４）合同調整委員
会

　R&T研究所の予算は、研究プロジェ
クトの予算を除くすべての人件費・維持
管理費などをPTT本社から得ている。一
方、政府から研究依頼された場合は、政
府からその経費は支払われている。

　タイ環境改善自動車燃料研究プロジェ
クトを実施中。
（1996年３月１日～2000年２月29日）

PTT所長

PTT-R&T研究所所長
（Dr. Yodchai Jotiban）

　左記について、タイ側に対
して再度状況を確認する。

　左記について、状況を確認
する。

　左記について、タイ側に状
況を確認し、M／Dに記載す
る。

　左記について、タイ側に確
認のうえ、M／Dに記載す
る。

　左記について、タイ側に確
認のうえ、M／Dに記載す
る。

　日本側は、本プロジェクト
から政府に提出された提言
が、政策に反映されることが
重要であり、政策に反映させ
得る体制を整えることがプロ
ジェクト実施の前提条件にな
ることを申し入れ、その一方
法としてPTTに対して、各関
係機関（首相府NEPO、商務
省燃料局、科学技術環境省な
ど）が合同調整委員会のメン
バーになるよう申し入れる。
　また、委員会開催の場所を
PTT本社とすることをM／D
に記載する。

　左記について、以下のとお
り確認した。
　「R&T研究所の予算は、研
究プロジェクトの予算を除く
すべての人件費・維持管理費
などをPTT本社から得てい
る。一方、政府から研究依頼
された場合は、政府からその
経費は支払われている」

　左記について「タイ環境改
善自動車燃料研究プロジェク
ト」ではほぼ計画額どおり適
切に執行されている旨確認し
た。

　左記について以下のとおり
確認し、M／Dに記載した。
　「プロジェクト総括機関：
PTT
　プロジェクト実施機関：
PTT-R&T研究所」

　左記について以下のとおり
確認し、M／Dに記載した。
　「プロジェクトダイレク
ター：PTT社長
　副ダイレクター：P T T -
R&T研究所所長」

　左記について以下のとおり
確認し、M／Dに記載した。
　「プロジェクトマネー
ジャー：PTT-R&T研究所エ
ンジニアリングエンジンテス
ト部部長」
　なお、現在実施中案件のプ
ロジェクトマネージャーであ
るDr. Yodchai Jotibanが本案
件でも引き続き担当するか否
かは内部の稟議が終了してい
ないことからまだ確定してい
ない。しかし、最終的なM／
Dの確認等はDr. Yodchai
Jotibanが行っていることか
ら、同氏が引き続き担当する
ものと思われる。

　左記についてタイ側に提案
したところ合同調整委員会に
各関係機関を巻き込むことは
重要であり、日本側からも各
機関に働きかけてほしい旨申
し入れがあった。
　これに対して日本側はタイ
側が自主的に各機関に参加を
求めるよう促した。
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調 査 項 目 現 状 及 び 問 題 点 対処方針・調査内容 調　査　結　果

（５）プロジェクト
管理

４. その他
（１）過去の類似案件
１）案件概要

２）評価時の教
訓

（２）次の調査団の
派遣時期

（３）使用言語

　タイ環境改善自動車燃料研究プロジェ
クトにてガソリンの燃料評価及び当該技
術によりデータを蓄積・活用し、環境調
和型のガソリン燃料設計を可能とするこ
とを目的とする。

（１）高度なメンテナンスが必要になる機
材の供与については、現地代理店のサ
ポート体制の充実等も機材選定の際に
考慮すべきである。

（２）プロジェクト目標、上位目標を先方
の環境政策に反映させるために、相手
国政府における環境政策の実施手順及
び関連機関を確認する必要がある。

（３）C／P研修計画を作成する際はJICA
専門家、C／P、プロジェクトマネー
ジャー及び国内支援委員会等の関係者
間の検討・確認を行う必要がある。

　本プロジェクトにおいては
PCM手法を用いてプロジェク
ト管理することを説明する。

　今回の調査の結果を踏ま
え、2000年度（日本の予算執
行年度）に短期調査員を派遣
する旨、M／Dに記載する。

　使用言語は「英語」になるこ
とを日本・タイ双方で確認の
うえ、M／Dに記載する。

　日本側は各関係機関（商務
省燃料局・首相府NEPO・科
学技術環境省）に本プロジェ
クトへの協力を求め、合同調
整委員会への参加を打診した
ところ、首相府NEPO、科学
技術環境省は積極的に参加し
たい旨表明があった。商務省
は委員会への参加については
上司に伝えるとの回答はあっ
たものの、一企業であるPTT
が規格提案することはおかし
いのではないかとの発言が
あった。
　各機関の合同調整委員会へ
の参加については、DTECか
ら申し入れをしてもらうこと
とした。
　一方、PTTの監督官庁であ
る工業省は当初表敬の予定が
入っていたものの一方的に
キャンセルされた。タイ側よ
り何度か申し入れをしたが、
受け入れられなかった。次回
調査では全体の取りまとめ役
を司るべき工業省とのパイプ
を築く必要がある。
　なお、同委員会の委員長に
ついては委員会の互選によっ
て決定してはどうかという提
案を受け、現段階では未定で
ある。

　左記について、現在実施中
のプロジェクト同様引き続き
同手法を用いることとした。

　左記についてタイ側の本プ
ロジェクトに係る予算獲得状
況を確認した結果、プロジェ
クト実施可能と判断された場
合は2000年度第１四半期に短
期調査員を派遣する。

　左記について以下のとおり
確認し、M／Dに記載した。
「使用言語は英語とする」



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．協議議事録 （M／D）

２．供与機材に関する覚書 （Memorandum on the Equipment List for the

　　Reformulated Diesel Fuel Research Project for Environmental

　　Improvement in the Kingdom of Thailand）
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